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１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
　(1)経営成績 （注）本表及び添付資料は百万円未満を切り捨てて表示しています。

　　　　  売   上   高
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年　9月中間期 196,514 △ 12.2 9,565 △ 16.2 10,894 △ 1.6
14年　9月中間期 223,766 △ 2.2 11,417 △ 4.5 11,068 △ 14.1
15年　3月期 395,569 7,953 8,487

百万円 ％ 円　　銭
15年　9月中間期 7,676 25.6 35.93
14年　9月中間期 6,112 △ 14.5 28.46
15年　3月期 3,871 17.62
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期　213,638,667株   14年 9月中間期　214,756,299株 　15年3月期　214,544,511株 
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　(2)配当状況

円　　銭 円　　銭

15年　9月中間期 3.75 －
14年　9月中間期 3.75 －
15年　3月期 － 7.50

　(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年　9月中間期 527,309 399,156 75.7 1,868.44
14年　9月中間期 553,915 398,086 71.9 1,853.78
15年　3月期 514,415 384,267 74.7 1,798.17
(注)①期末発行済株式数     15年 9月中間期　216,592,000 株　14年 9月中間期　216,592,000 株　15年3月期　216,592,000 株　　　　　　　　　

 　 ②期末自己株式数　　　 15年 9月中間期　  2,961,302 株　14年 9月中間期    1,849,609 株  15年3月期　  2,943,132 株　　　　　　　　　　     　

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　   １ 株 当 た り 年 間 配 当 金

期　　末
百万円 百万円 百万円 　円　　銭 円　　銭

通　 　期 360,000 8,000 6,000 3.75 7.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     28 円 08銭 

（注）上記の予想につきましては、本資料の発表日現在のデータにより経営者が現状で判断する一定の前提及び仮定に基づいております。
　　　実際の業績は今後さまざまな要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
　　　上記の予想に関連する事項については、添付資料の10ページをご参照下さい。
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１株当たり年間配当金１株当たり中間配当金

経　常　利　益営　業　利　益

１ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益中間（当期）純利益

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率

売 上 高  経 常 利 益 当期純利益
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５．個別中間財務諸表等  
 

（１）中間貸借対照表         
             （単位  百万円） 

当中間会計期間末  前中間会計期間末  前事業年度末  
区    分 

平成15年９月30日 平成14年９月30日 平成15年３月31日 

（ 資 産 の 部 ）            

 流 動 資 産   290,412    312,831   278,759  

  現 金 及 び 預 金    106,445    131,229   105,763  

  受 取 手 形    17,905    23,705   15,716  

  売 掛 金    110,743    121,754   96,458  

  棚 卸 資 産    26,797    31,272   31,708  

  繰 延 税 金 資 産    4,193    4,248   4,193  

  そ の 他    25,323    1,758   25,999  

  貸 倒 引 当 金   △ 996   △ 1,138  △ 1,079  

 固 定 資 産    236,897    241,083   235,655   

  有 形 固 定 資 産    130,384    139,401   136,530  

  建 物    52,473    48,070   53,934  

  機 械 及 び 装 置    42,566    49,221   48,364  

  建 設 仮 勘 定    4,520    10,342   2,893  

  そ の 他    30,824    31,767   31,338  

   無 形 固 定 資 産    577    612   648  

  投資その他の資産    105,935    101,069   98,476  

  投 資 有 価 証 券    69,477    65,383   56,105  

  繰 延 税 金 資 産    21,384    18,789   26,959  

  そ の 他    17,797    18,934   18,050  

  貸 倒 引 当 金   △ 2,724   △ 2,037  △ 2,639  

  資 産 合 計  527,309  553,915 514,415  
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             （単位  百万円） 
当中間会計期間末  前中間会計期間末  前事業年度末  

区    分 
平成15年９月30日 平成14年９月30日 平成15年３月31日 

（ 負 債 の 部 ）            

 流 動 負 債           65,420    89,571   67,109  

  買 掛 金    31,600    35,497   34,235  

  短 期 借 入 金    -    17,130   -  

  未 払 金    11,003    11,126   9,552  

  未 払 法 人 税 等    2,975    4,762   3,305  

  そ の 他    19,841    21,054   20,015  

 固 定 負 債           62,733    66,258   63,038   

  退 職 給 付 引 当 金    61,837    65,681   62,101  

  そ の 他    896    576   936  

  負 債 合 計  128,153  155,829 130,148  

（ 資 本 の 部 ）            

 資 本 金           11,094    11,094   11,094  

 利 益 剰 余 金           368,426    364,688   361,641  

 利 益 準 備 金    2,561    2,391   2,472  

 任 意 積 立 金    353,193    351,188   351,188  

 中間未処分利益    12,671    11,107  ＊ 7,980  

その他有価証券評価差額金   24,257    25,406   16,132  

自 己 株 式          △ 4,622   △ 3,102  △ 4,601  

 資 本 合 計  399,156  398,086 384,267  

 負 債 ・ 資 本 合 計  527,309  553,915 514,415  

 ＊は当期未処分利益となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- 28 - 
 

（２）中間損益計算書 
             （単位  百万円） 

当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度  

自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日 自 平成14年４月１日 区    分 
至 平成15年９月30日 至 平成14年９月30日 至 平成15年３月31日 

 売 上 高            196,514    223,766    395,569  

 売 上 原 価            166,832    192,337    350,353  

  売 上 総 利 益    29,681    31,428    45,216  

 販売費及び一般管理費   20,115    20,011    37,263  

  営 業 利 益    9,565    11,417    7,953  

 営 業 外 収 益            3,003    3,266    5,897  

 営 業 外 費 用            1,674    3,615    5,363  

  経 常 利 益    10,894    11,068    8,487  

 特 別 利 益   -    -    3,125  

 特 別 損 失   -    -    1,910  

  税引前中間純利益    10,894    11,068   ＊ 9,701  

 法人税、住民税及び事業税   3,218    4,955    6,568  

 法 人 税 等 調 整 額            -    -   △ 738  

  中 間 純 利 益    7,676    6,112   ＊ 3,871  

 前 期 繰 越 利 益            4,995    4,995    4,995  

 中 間 配 当 額            -    -    805  

 利益準備金積立額            -    -    80  

 中 間 未 処 分 利 益            12,671    11,107   ＊ 7,980  

 ＊はそれぞれ税引前当期純利益・当期純利益・当期未処分利益となります。 
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（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１． 資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法） 
子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの … 移動平均法による原価法 
②デリバティブ … 時価法 
③棚卸資産 … 総平均法による低価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 … 定率法 
②無形固定資産 … 定額法 

３． 引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上している。 
②退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる
額を計上している。 
過去勤務債務については、その発生年度に一括処理することとしている。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から償却することとしている。 

４． リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

５． ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
為替予約取引について振当処理によっている。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 … 為替予約取引 
ヘッジ対象 … 外貨建債務及び外貨建予定取引 
③ヘッジ方針 
当社は、外貨建取引に係る為替相場変動リスクをヘッジするために、為替予約
取引を利用している。なお、利用にあたっては実需に基づく取引に限定し、売
買差益の獲得を目的とする投機的取引は行わない方針としている。 

６． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 … 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
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（４）注記事項 
 
（中間貸借対照表関係）                        

                               
１．有形固定資産減価償却累計額  

    
 当中間会計期間末 前中間会計期間末  前事業年度末 

 559,584 百万円 542,660 百万円 552,931 百万円 
 

２．偶発債務 

   つぎの保証先に対し金融機関の借入金について債務保証を行っている。 
     

 当中間会計期間末 前中間会計期間末  前事業年度末 

 琉 球 製 罐 ㈱ 37 百万円 83 百万円 60 百万円 
 Bangkok Can     
 Manufacturing Co.,Ltd. 

2,045 
 
2,990 

 
2,324 

 
 従業員（住宅資金等） 6,455  7,012  6,776  

 合   計 8,539  10,086  9,161  
 

３．コミットメントライン  
  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行11行及び１金庫とコミットメントラ 
イン契約を締結している。この契約に基づく当中間会計期間末及び前事業年度末の借入未実 
行残高等は次のとおりである。 

    
 当中間会計期間末 前中間会計期間末  前事業年度末 

 貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額 30,000 百万円 - 百万円 30,000 百万円 
 借 入 実 行 残 高 -  -  -  

 差 引 額 30,000  -  30,000  
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（中間損益計算書関係） 
                               

１． 営業外収益のうち主要なもの 
    当中間会計期間 前中間会計期間  前事業年度 

 受 取 配 当 金 903 百万円 908 百万円 1,499 百万円 

 賃 貸 収 入 1,188  1,136  2,398  
 
２．営業外費用のうち主要なもの 

    当中間会計期間 前中間会計期間  前事業年度 

 賃貸資産管理費用 568 百万円 508 百万円 1,098 百万円 
 固定資産除却損 377  397  1,127  

 
３．減価償却実施額 
    当中間会計期間 前中間会計期間  前事業年度 

 有 形 固 定 資 産 14,401 百万円 16,151 百万円 35,031 百万円 
 無 形 固 定 資 産 90  72  151  

 
 

４．前事業年度に計上した特別利益（退職給付引当金取崩益） 
 厚生年金基金における基本部分の支給開始年齢引き上げに伴い発生した過去勤務債務を
一括処理したことによるものである。 

 
５．前事業年度に計上した特別損失（子会社投融資評価損） 
  子 会 社 投 融 資 評 価 損 の 内 訳  
 貸 付 固 定 資 産 評 価 損 495 百万円  
 長 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 705   
 株 式 評 価 損 708   
 合 計 1,910   
 
６．法人税等の表示方法 
 当中間会計期間及び前中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算し

ているため、法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示している。 
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（有価証券関係） 
 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
当中間会計期間末 （平成15年９月30日）               （単位 百万円） 

 中間貸借対照表計上額           時    価 差    額 

 子 会 社 株 式 2,895   14,988  12,092

 関 連 会 社 株 式 366   1,331  964

合 計 3,261   16,319  13,057

 
前中間会計期間末 （平成14年９月30日）               （単位 百万円） 

 中間貸借対照表計上額           時    価 差    額 

 子 会 社 株 式 2,895   16,424  13,529

 関 連 会 社 株 式 465   702  237

合 計 3,361   17,127  13,766
 
前事業年度末   （平成15年３月31日）               （単位 百万円） 

 貸借対照表計上額          時    価 差    額 

 子 会 社 株 式 2,895   15,036  12,140

 関 連 会 社 株 式 366   563  197

合 計 3,261   15,599  12,337

 

 

（５）後発事象 

該当事項はない。
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売上高明細表 
  （単位 百万円）

当中間会計期間         前中間会計期間         前 事 業 年 度         
自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日 自 平成14年４月１日 

至 平成15年９月30日 至 平成14年９月30日 至 平成15年３月31日 部 門 別       

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

   % % %

 飲 料 容 器 136,185  69.3 153,477 68.6 264,342 66.8

      

 一 般 容 器 50,698  25.8 52,937 23.6 103,861 26.2

      

 缶 壜 詰 機 械  3,735  1.9 10,704 4.8 15,266 3.9

       

 そ の 他 5,894  3.0 6,647 3.0 12,099 3.1

      

 合 計 196,514  100.0 223,766 100.0 395,569 100.0

 


